
　宮崎市では、宮崎空港周辺において国の制度に基づく建物の防音工事（防音サッシの
取付等）や前回の更新工事で設置された空気調和機器（エアコンや換気扇）が長期の使
用によって所要の機能が失われている場合、新しい空気調和機器に取替えるための購入
設置費用の一部を補助しています。

補助の条件
　防音工事や前回の更新工事で設置後、宮崎市が実施した完了検査の日から起算して
１０年以上が経過し、著しい機能低下や故障による動作不良等によって所要の機能が
失われている場合に限ります。

補助の概要
概　　要

概要詳細 防音工事で設置した台数が上限であり、さらに該当する更新工事の区分に
よって、現在の居住人数による更新台数に制限があります。

空気調和機器（エアコン等）の取替えに

対する費用補助制度【お知らせ】

機器の種類

更新工事①　

更新工事②

更新工事③ 現在の居住人数から－1まで（単身世帯不可）

更新工事④ 現在の居住人数から－1まで（単身世帯可）

 換気装置
 （レンジ用換気装置を含む）

助成対象台数

 冷暖房機

現在の居住人数まで

更新工事①～④ 現在の居住人数から＋1まで

防音工事

居住人数 換気装置
A、B工法 C工法 （レンジ用含む）

更新工事① 防音工事後、 1人 1台まで 1台まで 2台まで
・10年以上経過 2人 2台まで 2台まで 3台まで

・所要の機能が低下 3人 3台まで 2台まで 4台まで
4人以上 4台まで 2台まで 5台まで

※過去に施工した防音工事による工事部屋数や空調機器設置数が上限

居住人数 換気装置
A、B工法 C工法 （レンジ用含む）

更新工事② 更新工事①後、 1人 1台まで 1台まで 2台まで
・10年以上経過 2人 2台まで 2台まで 3台まで

・所要の機能が低下 3人 3台まで 2台まで 4台まで
4人以上 4台まで 2台まで 5台まで

※過去に施工した防音工事による工事部屋数や空調機器設置数が上限

居住人数 換気装置
A、B工法 C工法 （レンジ用含む）

更新工事③ 更新工事②後 1人 更新不可 更新不可 2台まで
・10年以上経過 2人 1台まで 1台まで 3台まで

・所要の機能が低下 3人 2台まで 2台まで 4台まで
4人以上 3台まで 2台まで 5台まで

※過去に施工した防音工事による工事部屋数や空調機器設置数が上限

居住人数 換気装置
A、B工法 C工法 （レンジ用含む）

更新工事④ 更新工事③後
・10年以上経過

告示日後 ・所要の機能が低下 2人 1台まで 1台まで 3台まで
　更新工事③ 3人 2台まで 2台まで 4台まで

4人以上 3台まで 2台まで 5台まで
※過去に施工した防音工事による工事部屋数や空調機器設置数が上限

・防音工事の実施区分によって、更新工事も区分されます。

冷暖房機（エアコン）

冷暖房機（エアコン）

冷暖房機（エアコン）

冷暖房機（エアコン）

（告示日後

    含む）

（告示日後

    含む）

　　  または

1人 1台まで 1台まで 2台まで

更新工事③の対象に

ならなかった単身世帯

10年以上経過



留意事項
（１）対象機器は、防音工事が施工されている部屋に設置されている空気調和機器に

なります。

（２）借家や相続登記を行っていない場合、取替えた空気調和機器（エアコン等）は
当該住宅の附属物となるため、登記の家屋所有者に引き渡すことになります。

（３）

（４）

（５）住居として使用している部屋に設置してある空気調和機器が対象となり、空家
や賃貸住宅の空き室、事務所、店舗等は対象外です。

（６）

補助の負担割合
更新工事の補助額は、１台あたりの総事業費から国が定める方法で算出した額となり
ます。補助の対象とならない工事費（化粧カバー代や壁の補修費等）や上限となる基
準額を超える金額については、申込者の負担となります。

補助を希望する場合は、機器を設置する前に申込みが必要です。設置した後の
申込みは補助の対象となりません。

冷暖房機（エアコン）は、目標年度２０２７年の通年エネルギー消費効率（Ａ
ＰＦ)を下回らない製品が補助の対象となります。

取替え工事完了後、メーカーによっては一定期間の保証（冷媒系は各メーカー
規定による）がありますが、メーカー保障期間以降の修理費は申込者負担とな
ります。

冷暖房機（エアコン）更新標準工事における補助割合
基準額以下 基準額を超える

標準工事費の７０％ 基準額の７０％

標準工事費の６５％ 基準額の６５％

基準額以下　 　基準額超過

換気装置更新標準工事における補助割合
基準額以下 基準額を超える

基準額以下　 　基準額超過

更新区分

更新工事①

更新工事②、告示日後更新工事①

更新区分

更新工事③、告示日後更新工事②
更新工事④

標準工事費の６０％ 基準額の６０％

国/市の負担

全工事 標準工事費の５０％ 基準額の５０％

国/市の負担

 申請者の負担

（３０～４０％）
 申請者の負担

 申請者の負担

（５０％）  申請者の負担


